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（訂正・数値データ訂正）「平成２６年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部

訂正について 

 
 当社は、平成 27 年 3 月 11 日付「当年度および過年度に係る決算短信等および有価証券報告書等

の一部訂正に関するお知らせ」にて開示しましたとおり、当年度および過年度に係る決算短信等の

訂正作業を進めてまいりました。 
 このたび、平成 26 年 5 月 15 日付「平成 26 年 3 月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の訂正作

業が完了しましたので、訂正内容についてお知らせいたします。 
 なお、訂正箇所が多数に及ぶため、訂正後及び訂正前の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には を

付して表示しております。 
 
 

以 上 



                                

                                      

（訂正後） 
平成２６年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結） 

平成26年 5月15日 
                                  上場取引所    東 

上 場 会 社 名  株式会社山大             

コ ー ド 番 号  ７４２６              ＵＲＬ http://www.yamadai.com 

代  表  者 （役職名）代表取締役社長    （氏名）石川寛猛 

問合せ先責任者 （役職名）常務取締役管理部部長 （氏名）木村昭俊  ＴＥＬ (0225) 93 ― 1111 

定時株主総会開催予定日  平成26年 6月27日        配当支払開始予定日   平成26年6月30日 

有価証券報告書提出予定日 平成26年 6月30日 

決算補足説明資料作成の有無 ： 無 

決算説明会開催の有無    ： 無 
 

（百万円未満切捨て） 
１．平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

（１）連結経営成績                                                      （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 
26年3月期 
25年3月期 

百万円 
5,936 
6,125 

％ 
△3.1 
42.5 

百万円 
620 
582 

％ 
6.6 

111.6 

百万円 
681 
618 

％ 
10.1 

107.4 

百万円 
407 
653 

％ 
△37.7 
△0.7 

（注） 包括利益     26年3月期   409百万円（△37.7％）  25年3月期   656百万円（ △3.7％） 
 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 
26年3月期 
25年3月期 

円 銭 
73.24 
117.43 

円 銭 
－  
－   

％ 
15.7 
31.0 

％ 
13.0 
12.0 

％ 
10.5 
9.5 

(参考)  持分法投資損益   26年3月期    －百万円         25年3月期    －百万円 
 
（２）連結財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
26年3月期 
25年3月期 

百万円 

       5,301 
5,168 

百万円 

2,782 
2,417 

％ 

52.5 
46.8 

円 銭 

500.62 
434.51 

 (参考)  自己資本     26年3月期  2,782百万円        25年3月期  2,417百万円 
 
（３）連結キャッシュ･フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期  末  残  高  

 
26年3月期 
25年3月期 

百万円 

732 
877 

百万円 

△158 
△135 

百万円 

△324 
△702 

百万円 

476 
226 

 
２．配当の状況 
 年間配当金 

配当金総額
（合計） 

配当性向
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） （基準日） 第１ 

四半期末 
第２ 

四半期末 
第３ 

四半期末 
期末 合計 

 
25年3月期 
26年3月期 

円 銭 
－  
－  

円 銭 
0.00 
0.00 

円 銭 
－  
－  

円 銭 
7.00 
7.00 

円 銭 
7.00 
7.00 

百万円 
38 
38 

％ 
6.0 
9.6 

％ 
1.8 
1.5 

27年3月期 
（予想） 

 
    －  

 
    0.00 

 
     －  

 
7.00    

 
7.00       

  
8.3 

 

 
３．平成27年3月期の連結業績予想（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

平成27年3月期の連結業績予想につきましては、平成26年4月1日付で連結子会社を吸収合併したため、平

成27年3月期は連結ではなく単体（個別）の開示となりますので、平成27年3月期の個別業績予想で表示し

てあります。 
 

http://www/


 

※注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   無 

新規  －社（社名）－     、除外  －社（社名）－ 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  有 

② ①以外の会計方針の変更          ：  無 

③ 会計上の見積りの変更            ：  無 

④ 修正再表示                ：  無 

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 

② 期末自己株式数 

③ 期中平均の株式数 

26年3月期 5,936,840株 25年3月期 5,936,840株 

26年3月期 378,548株 25年3月期 373,493株 

26年3月期 5,559,613株 25年3月期 5,563,860株 
 

（参考）個別業績の概要 
 
１．平成26年3月期の個別業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

（１）個別経営成績                              （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 
26年3月期 
25年3月期 

百万円 

5,936 
6,125 

％ 

△3.1 
42.5 

百万円 

620 
582 

％ 

6.6 
111.5 

百万円 

680 
617 

％ 

10.2 
107.7 

百万円      

406 
652 

％ 

△37.7 
△0.8 

 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 
26年3月期 
25年3月期 

円  銭 
73.16 

117.31 

円  銭 
－   

－   
 
（２）個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
26年3月期 
25年3月期 

百万円 

5,309 
5,178 

百万円 

2,764 
2,397 

％ 

52.1 
46.3 

円 銭 

497.42 
430.91 

 (参考)  自己資本     26年3月期   2,764百万円       25年3月期  2,397百万円 
 
２．平成27年3月期の個別業績予想（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

                            （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1株当たり 
当期純利益 

 
第2四半期（累計）

通期 

百万円 
2,611 
6,020 

％ 
△9.9 
1.4 

百万円 
280 
655 

％ 
△6.3 

5.6 

百万円 
304 
700 

％ 
△6.1 
2.9 

百万円     
210 
466 

％ 
0.0 
0.9 

円 銭 
37.78 
83.87 

 
※ 監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、

金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実

際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

なお、上記予想に関する事項は、【添付資料】2ページ「１.経営成績・財政状態に関する分析（1）経営成

績に関する分析」をご参照ください。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

 ①当期の経営成績 

当連結会計年度における我が国経済は、円安や株価の上昇による輸出関連企業等の業績改善等で景気回復が見ら

れ、穏やかな回復基調で推移しました。 

    住宅建築業界及び木材建材業界におきましては、住宅支援政策の効果と東日本大震災からの復興需要等により、

当連結会計年度の全国の新設住宅着工戸数は98万戸（前期比10.6％増）、当社グループに関係が深い木造住宅の着

工戸数につきましては55万戸（前期比11.8％増）となりました。 

    このような状況のもとで、当社グループは、木材利用促進法による大型木造物件等の増加需要と震災復興需要を

背景に、製品等の開発に取り組み、流通改革の徹底、業務の合理化等による収益改善及び工場損益の改善等に努め、

国内住宅市場の環境変化等を見据えながら、被災地域の復旧・復興に貢献することが社会的使命と考え努力してま

いりました。 

    住宅資材事業では、「ＷＩＴＨ ＣＡＤ ＳＹＳＴＥＭ」と当社製材工場「ウッド・ミル」で生産した震災復旧・

復興の需要に対応できる人工乾燥杉製材品「宮城の伊達な杉」、構造プレカット・羽柄プレカット・合板プレカッ

ト・サイディングプレカット（震災復興による職人不足に伴う賃金高騰問題を解決できる製品）等を営業戦略の柱

として販売強化を実施しました。 

    装置産業として、1ヶ所に工場を集中させコスト削減を図っているプレカット工場では、各種高性能プレカット機

械による大型木造物件・金物工法物件の積極的な営業展開を実施し、「ウッド・ミル」で「宮城の伊達な杉」を生

産し、プレカット製品の価格競争力や品質の安定等を確保し、工場の稼働率の向上を目指しました。 

    ホーム事業では、長期優良住宅（国土交通省より、木造住宅の安全性、高耐久、高耐震性能に対応した「ＹＰ－

21ＴＹＰＥⅡ」工法、「プレカット製品」、「宮城の伊達な杉」等が評価されました。）仕様の真の地域の活性化

のための地域材を使った地産地消の「宮城の伊達な杉の家」等の拡販を行いました。 

    この結果、当連結会計年度の業績は、売上高5,936百万円（前期比3.1％減）、営業利益620百万円（前期比6.6％

増）、経常利益681百万円（前期比10.1％増）、当期純利益407百万円（前年比37.7％減）となりました。 

 

なお、事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

ア. 住宅資材事業 

東日本大震災の復興の中、地域に根ざした営業展開を図るため地場工務店を中心とした営業活動に注力し、

売上高4,548百万円（前期比9.9％減）、営業利益492百万円（前期比9.7％減）となりました。 

イ. ホ－ム事業 

   東日本大震災の復興関連の完成工事高の増加等により、売上高1,345百万円（前期比30.1％増）、営業利益

288百万円（前期比59.8％増）となりました。 

ウ. 賃貸事業 

   賃貸事業は、売上高42百万円（前期比3.0％増）、営業利益28百万円（前期比4.5％増）となりました。 

 

  ②次期の見通し 

東日本大震災の復興需要はこれから本格化すると見込まれます。 

      このような状況のもと、木材利用促進法による大型木造物件等の増加需要と震災による地域社会の復興の需要に

対応できることが予想される、宮城の伊達な杉（当社ウッド・ミル製材工場で生産される国産人工乾燥杉製材品）、

構造プレカット・羽柄プレカット・サイディングプレカット・合板プレカット（震災復興による職人不足に伴う賃

金高騰問題を解決できるプレカット4点セット）等を営業戦略の柱とし、継続的な成長を目指した事業活動を推進

してまいります。 

次期の業績見通しといたしましては、売上高6,020百万円（前期比1.4％増）、営業利益655百万円（前期比5.6％

増）、経常利益700百万円（前期比2.9％増）、当期純利益466百万円（前期比0.9％増）を見込んでおります。 

 注）平成26年4月1日付で連結子会社を吸収合併したため、次期の業績見通しは単体（個別）の業績見通しを表示 

しています。 

 

－ 2 － 
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（２）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

    当連結会計年度末の資産につきましては、5,301百万円となりました。内訳としましては、現金及び預金が476百

万円、受取手形及び売掛金が1,054百万円、商品及び製品277百万円、販売用土地建物111百万円を含む流動資産が

2,265百万円、有形固定資産が2,728百万円、無形固定資産が19百万円、投資有価証券42百万円や長期貸付金44百万

円を含む投資その他の資産が287百万円となっております。 

    負債につきましては、2,518百万円となっており、内訳としましては、支払手形及び買掛金921百万円、短期借入

金125百万円、一年以内返済予定の長期借入金89百万円、未払法人税等260百万円を含む流動負債が1,744百万円、

長期借入金478百万円、再評価に係る繰延税金負債123百万円を含む固定負債が773百万円となっております。 

    純資産につきましては、2,782百万円となっており、内訳としましては、株主資本が2,807百万円、土地再評価差

額金△28百万円を含むその他包括利益累計額が△25百万円となっております。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

    当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、前連結会計年度に比べ249

百万円（109.9％）増加し、476百万円となりました。 

    当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

    当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度に比べ145百万円（16.6％）減少し、

732百万円となりました。これは、主に売上債権、たな卸資産、仕入債務等運転資本の増減による資金の減少が28

百万円、未払消費税等の減少による資金の減少が29百万円、法人税等の支払額が64百万円あったものの、税金等調

整前当期純利益が707百万円、減価償却費、固定資産圧縮損等の非資金費用が265百万円あったためであります。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ22百万円（16.6％）増加し、158

百万円となりました。これは、主に設備投資受取助成金収入が69百万円あったものの、有形固定資産の取得による

支出が237百万円あったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

    当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ378百万円（53.8％）減少し、

324百万円となりました。これは、主に短期借入金の純減少額が175百万円、約定弁済に伴う長期借入金の返済によ

る支出が177百万円及び配当金の支払額が38百万円あったためであります。 
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当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 平成22年 

3月期 

平成23年 

3月期 

平成24年 

3月期 

平成25年 

3月期 

平成26年 

3月期 

自 己 資 本 比 率（％） 49.6 24.2 34.7 46.8 52.5 

時価ベースの自己資本比率（％） 14.3 14.7 37.6 64.6 40.4 

債 務 償 還 年 数（年） 3.2 19.4 8.0 1.1 0.9 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 21.0 5.3 12.8 60.5 84.9 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

 

   時価ベースの自己株主資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※  いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※  株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出して 

おります。 

※  営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。 

有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての 

負債を対象としております。 

また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており 

ます。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  利益配分に関する基本方針につきましては、当社グループは、安定的な経営基盤の確保と株主資本利益率の向上

に努めるとともに、内部留保の確保に留意しつつ、配当につきましては業績に応じて成果配分することを基本方針

としております。 

  また、内部留保資金につきましては、経営環境の変化への対応と主要製品の需要増に対応した安定供給体制確立

のための資金需要及び市場ニーズに応える製品開発・技術開発等に充当し、今後の事業拡大に努めていくことが、

株主の皆様への充実した配当に寄与するものと考えております。当期の利益配当金につきましては、上記の方針を

踏まえ、1株につき7円とさせていただきます。 

なお、次期の年間配当額につきましては、1株につき7円を予定しております。 
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２．企業集団の状況 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社であるエフエムディー山大㈱で構成され、住宅資材

の卸・小売事業、住宅建築事業及び木材加工事業を主な事業としており、その他の事業では不動産の賃貸・仲介等各

事業に関連するサービスを幅広く展開しております。 

 当社グループの事業内容と報告セグメントとの事業区分は同一であり、当社及び子会社の当該事業に係る位置づけ

並びに報告セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

事  業  の  区  分 事  業  内  容 
当グループ会社の

位置づけ 

住宅資材事業 

住宅資材の販売 
木材・建材・住宅設備機器・合板等の卸・小売 

販売 
当      社 

木材の加工 
木材のコンピュータカット加工・防腐加工・ 

人工乾燥・製材等 

自山林の植林及び育成 主にスギ、ヒノキ等の植林、育成 
当社及びエフエム

ディー山大㈱ 

ホ ー ム 事 業 
住宅の建築及び分譲住宅、

不動産の販売・仲介 

木造注文住宅・提案住宅・一般建築物の設計・ 

施工・監理及び分譲住宅、不動産の売買・仲介等 
当      社 

賃 貸 事 業 不動産の賃貸等 不動産の賃貸等 

（注）エフエムディー山大㈱は連結子会社であります。 
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、株主様、お客様、そして生産、流通、建築に携わる当社グループも、お互いに等しく「得」を

恵る「三方一両得」の不変の経営理念を基本として、地球上のかけがえのない自然環境の調和と森林資源の育成を

次世代へ引き継ぐ住文化の最重要課題として、日本の気候風土に適した、地域の人々に潤いとやすらぎを約束する

新世紀型木造建築を常に提案し続け、大きな満足をお客様と共に享受する（withの思想）企業をめざしております。 

 

（２）目標とする経営指標 

 当社グループは、経営基盤強化のため、経営の最重点目標を収益の向上とし、経営指標として経常利益率を重視

し、財務体質の充実、改善を図り、会社を発展させてまいります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

住宅着工戸数は、少子高齢化の進展、世帯数の減少等により一時的な増減はあるものの、長期的に減少すると思

われます。しかし当社グループの営業エリアである東北、特に宮城県、岩手県、福島県では、東日本大震災の復興

需要と木材利用促進法に基づく大型木造物件等の需要が増加すると予想されます。 

このような状況を背景に、当社グループは、この東日本大震災の復旧・復興にさらに貢献するため、三百年で三

百万本以上の植林の実績を背景に、大型製材工場（ウッド・ミル工場）の、世界最先端の技術の結晶である人工乾

燥システムをフル稼働させ、大型木造建築の増加による各種の加工要求精度に対応するための、ドイツ製プレカッ

トフンデガーK2iと震災復旧による職人不足に伴う賃金高騰問題を解決できる構造プレカット・羽柄プレカット・

合板プレカット・サイディングプレカット（プレカット4点セット）等をフルに稼動させます。これより安定した

含水率を確保しながら、品質の向上とロス率の低減を実現した、価格競争力の極めて高い、品質の優れた宮城の伊

達な杉（国産人工乾燥杉製材品）の一貫生産及び多種プレカット加工が可能となります。このように地域材（国産

材）を使用した地産地消の住宅建築等をすることにより真の地域の活性化（地産地消で地域の復興と繁栄）を実現

するように取り組んでまいります。 

 

（４）会社の対処すべき課題 

今後の我が国経済は、経済対策、金融政策による円安・株高を背景として、穏やかに回復しておりますが、原材

料価格の上昇等により先行き不透明な状況が続くことが予想されます。 

このような状況のもと、木材利用促進法による大型木造物件等の増加需要と当社グループの営業エリアの復興需

要に対応できることが予想される、宮城の伊達な杉、構造プレカット・羽柄プレカット・サイディングプレカッ

ト・合板プレカット（震災復興による職人不足に伴う賃金高騰問題を解決できるプレカット4点セット）等を営業

戦略の柱とし、継続的な成長を目指した事業活動を推進し、当社グループは国内住宅市場の環境変化等を見据えな

がら、震災からの復旧・復興に貢献することが社会的使命と考え努力してまいります。 

当社グループは、ウッド・ミル、プレカット工場製品の価格競争力、品質の安定等を確保し、工場の経費削減と

稼働率の向上を目指してまいります。また、内部統制の強化やコンプライアンス体制の充実を図り、管理体制の改

善・工夫をし、企業集団としての存在意義を高めるため、経営の質、社員の質、商品の質を高め、継続的な事業収

益の拡大と企業価値の向上を図り、同時に事業を通じて社会貢献を果たしてまいります。 
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４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 226,818 476,016 

受取手形及び売掛金 1,106,902 1,054,913 

完成工事未収入金 17,539 2,000 

商品及び製品 214,772 277,408 

仕掛品 52,636 63,267 

原材料及び貯蔵品 85,202 81,306 

販売用土地建物 71,712 111,509 

未成工事支出金 216,239 168,540 

繰延税金資産 98,633 15,084 

その他の流動資産 36,013 40,926 

貸倒引当金 △8,846 △25,346 

流動資産合計 2,117,624 2,265,626 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 570,216 567,442 

機械装置及び運搬具（純額） 422,549 407,087 

土地 1,488,717 1,492,820 

山林 221,136 219,834 

その他の有形固定資産 53,582 41,089 

有形固定資産合計 2,756,203 2,728,274 

無形固定資産   

ソフトウエア 24,609 18,627 

その他の無形固定資産 1,255 1,255 

無形固定資産合計 25,865 19,883 

投資その他の資産   

投資有価証券 45,214 42,277 

長期貸付金 54,064 44,347 

差入保証金 91,733 103,039 

繰延税金資産 38,730 41,670 

その他の投資等 57,284 73,425 

貸倒引当金 △18,442 △17,287 

投資その他の資産合計 268,584 287,472 

固定資産合計 3,050,654 3,035,630 

資産合計 5,168,278 5,301,256 

－ 7 － 



㈱山大（7426） 平成 26年 3月期決算短信 

 

  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 959,981 921,839 

工事未払金 75,000 78,835 

短期借入金 300,000 125,000 

1年内返済予定の長期借入金 175,072 89,506 

設備関係支払手形 11,235 19,141 

未払金 109,351 106,251 

未払法人税等 104,311 260,580 

未成工事受入金 150,501 75,074 

賞与引当金 7,800 9,300 

完成工事補償引当金 2,120 1,320 

その他の流動負債 97,164 57,889 

流動負債合計 1,992,537 1,744,738 

固定負債   

長期借入金 492,710 478,034 

再評価に係る繰延税金負債 123,856 123,856 

退職給付引当金 109,657 - 

退職給付に係る負債 - 123,352 

その他の固定負債 32,190 48,699 

固定負債合計 758,414 773,942 

負債合計 2,750,951 2,518,680 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,103,184 1,103,184 

資本剰余金 97,927 97,927 

利益剰余金 1,291,602 1,659,845 

自己株式 △50,342 △53,195 

株主資本合計 2,442,371 2,807,761 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,321 5,923 

土地再評価差額金 △28,365 △28,365 

退職給付に係る調整累計額 - △2,743 

その他の包括利益累計額合計 △25,044 △25,185 

純資産合計 2,417,327 2,782,575 

負債純資産合計 5,168,278 5,301,256 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

（連結損益計算書） 

  (単位：千円) 

 

前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 

 至 平成26年３月31日) 

売上高 6,125,302 5,936,395 

売上原価 4,993,133 4,739,822 

売上総利益 1,132,169 1,196,573 

販売費及び一般管理費   

支払運賃 89,838 86,721 

貸倒引当金繰入額 △4,453 15,345 

役員報酬 67,371 76,679 

給与手当 161,312 169,286 

賞与引当金繰入額 4,452 5,265 

退職給付費用 5,348 6,448 

減価償却費 21,024 19,804 

その他 205,214 196,593 

販売費及び一般管理費合計 550,109 576,143 

営業利益 582,059 620,429 

営業外収益   

受取利息及び配当金 3,671 3,076 

仕入割引 15,379 15,246 

受取助成金 23,675 20,988 

出資分配益 - 14,052 

雑収入 13,347 17,631 

営業外収益合計 56,073 70,994 

営業外費用   

支払利息 15,057 8,826 

売上割引 3,676 1,373 

雑損失 1,037 213 

営業外費用合計 19,771 10,413 

経常利益 618,362 681,010 

特別利益   

固定資産売却益 - 195 

補助金収入 59,427 69,000 

受取助成金 6,534 2,442 

受取保険金 - 33,604 

特別利益合計 65,961 105,241 

特別損失   

役員退職慰労金 - 500 

固定資産売却損 20 - 

固定資産除却損 18,513 3,269 

災害による損失 － 3,882 

減損損失 - 2,519 

固定資産圧縮損 59,427 69,000 

特別損失合計 77,960 79,171 

税金等調整前当期純利益 606,362 707,081 

法人税、住民税及び事業税 93,951 219,690 

法人税等還付税額 △3,479 - 

法人税等調整額 △137,451 80,204 

法人税等合計 △46,979 299,895 

少数株主損益調整前当期純利益 653,342 407,185 

当期純利益 653,342 407,185 
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（連結包括利益計算書） 

  （単位：千円） 

 

前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 

 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 653,342 407,185 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,570 2,602 

その他の包括利益合計 3,570 2,602 

包括利益 656,913 409,788 

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 656,913 409,788 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

    (単位：千円) 

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,103,184 97,927 677,207 △50,069 1,828,249 

当期変動額      

剰余金の配当   △38,947  △38,947 

当期純利益   653,342  653,342 

自己株式の取得    △273 △273 

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額）      

当期変動額合計 － － 614,394 △273 614,121 

当期末残高 1,103,184 97,927 1,291,602 △50,342 2,442,371 

 

     

 その他の包括利益累計額 

純資産合計 
 その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 

その他の包括利益累計額

合計 

当期首残高 △249 △28,365 △28,615 1,799,634 

当期変動額     

剰余金の配当    △38,947 

当期純利益    653,342 

自己株式の取得    △273 

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額） 
3,570 － 3,570 3,570 

当期変動額合計 3,570 － 3,570 617,692 

当期末残高 3,321 △28,365 △25,044 2,417,327 
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当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

    (単位：千円) 

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,103,184 97,927 1,291,602 △50,342 2,442,371 

当期変動額      

剰余金の配当   △38,943  △38,943 

当期純利益   407,185  407,185 

自己株式の取得    △2,852 △2,852 

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額） 
     

当期変動額合計 - - 368,242 △2,852 365,389 

当期末残高 1,103,184 97,927 1,659,845 △53,195 2,807,761 

 

      

 その他の包括利益累計額 

純資産合計 
 

その他有価証券評価

差額金 
土地再評価差額金 

退職給付に係る調整

累計額 
その他の包括利益累

計額合計 

当期首残高 3,321 △28,365 - △25,044 2,417,327 

当期変動額      

剰余金の配当     △38,943 

当期純利益     407,185 

自己株式の取得     △2,852 

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額） 
2,602  △2,743 △141 △141 

当期変動額合計 2,602 - △2,743 △141 365,248 

当期末残高 5,923 △28,365 △2,743 △25,185 2,782,575 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

  (単位：千円) 

 

前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 

 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 606,362 707,081 

減価償却費 201,843 196,062 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △16,826 15,345 

賞与引当金の増減額（△は減少） 300 1,500 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 420 △800 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,692 △109,657 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 119,104 

受取利息及び受取配当金 △3,671 △3,076 

支払利息 15,057 8,826 

出資分配益 △84 △14,052 

有形固定資産売却損益（△は益） 20 △195 

有形固定資産除却損 18,513 3,269 

補助金収入 △59,427 △69,000 

受取助成金 △6,534 △2,442 

受取保険金 - △33,604 

減損損失 - 2,519 

固定資産圧縮損 59,427 69,000 

災害損失 - 3,882 

売上債権の増減額（△は増加） 144,512 67,528 

たな卸資産の増減額（△は増加） △53,469 △61,467 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 2,100 △7,123 

仕入債務の増減額（△は減少） △39,880 △34,306 

未払消費税等の増減額（△は減少） 44,451 △29,903 

未収消費税等の増減額（△は増加） 42,486 - 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △30,988 △73,625 

その他 4,841 10,874 

小計 926,763 765,739 

利息及び配当金の受取額 4,313 3,203 

利息の支払額 △14,511 △8,625 

災害損失の支払額 △45,140 △3,882 

助成金の受取額 5,934 3,042 

保険金の受取額 - 33,604 

法人税等の支払額 △3,241 △64,195 

法人税等の還付額 3,294 3,163 

営業活動によるキャッシュ・フロー 877,410 732,049 
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  (単位：千円) 

 

前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 

 至 平成26年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △177,250 △237,916 

有形固定資産の除却による支出 - △2,342 

有形固定資産の売却による収入 120 2,024 

設備投資受取助成金収入 59,427 69,000 

無形固定資産の取得による支出 △17,810 △567 

貸付金の回収による収入 6,848 9,681 

貸付けによる支出 △600 - 

出資分配金の受取による収入 8,800 21,500 

出資金の払込による支出 △23 △130 

その他の投資による支出 △15,460 △19,801 

投資活動によるキャッシュ・フロー △135,948 △158,550 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △490,000 △175,000 

長期借入れによる収入 － 77,520 

長期借入金の返済による支出 △164,218 △177,762 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △8,966 △7,262 

自己株式の取得による支出 △273 △2,852 

配当金の支払額 △38,947 △38,943 

財務活動によるキャッシュ・フロー △702,405 △324,300 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 39,056 249,197 

現金及び現金同等物の期首残高 187,761 226,818 

現金及び現金同等物の期末残高 226,818 476,016 
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（５）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（連結の範囲に関する事項） 

連結子会社の数  1社 

会社名  エフエムディー山大㈱ 

非連結子会社はありません。 

 

（持分法の適用に関する事項） 

持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。 

 

（連結子会社の事業年度等に関する事項） 

 連結子会社のエフエムディー山大㈱の決算日は、12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。 

 なお、連結決算日との間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

（会計処理基準に関する事項） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの ………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ………移動平均法による原価法 

投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

 評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

ａ．商品              ……… 移動平均法 

ｂ．製品・原材料・仕掛品      ……… 総平均法 

ｃ．販売用土地建物・未成工事支出金 ……… 個別法 

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） ……… 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備

を除く）については、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物    ８～47年 

機械装置及び運搬具  ４～13年 

無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウェア ……… 社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法 

リース資産  ……… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
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４．引当金の計上基準 

貸倒引当金     …… 売掛金債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実 

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、取立不能見込額を計上しております。 

賞与引当金     …… 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

完成工事補償引当金 …… 引渡済建物の瑕疵担保責任に基づく補償費の支出に備えるため、過去２年間 

の実績を基礎として計上しております。 

５．退職給付に係る会計処理の方法 

 退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。 

なお、会計基準変更時差異（63,709千円）については、15年による按分額を費用処理しております。 

６．重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

ロ．その他の工事 

工事完成基準 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び取得から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

８．その他連結財務諸表作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（７）会計方針の変更 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年5月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退

職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務を退職給付に係る負債として計上する方 

法に変更し、会計基準変更時差異の未処理額を退職給付に係る負債に計上しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連

結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減し

ております。 

 この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が123,352千円計上されるとともに、その他の包

括利益累計額が2,743千円減少しております。 

 

追加情報 

該当事項はありません。 
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（８）連結財務諸表に関する注記事項 
（連結貸借対照表関係） 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

 
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

 1,775,764千円 1,939,311千円 

２.担保提供資産 
（担保に供している資産） 

 
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

建物及び構築物 206,972千円 189,632千円 

機械装置及び運搬具 - 82,189 

土地 708,311 708,311 
計 915,283 980,133 

 
（上記に対応する債務） 

 
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

短期借入金 250,000千円 100,000千円 
長期借入金（一年以内返済予定額を含む） 601,112 537,230 

計 851,112 637,230 
 
３.保証債務 

 
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

賃貸物件建設資金融資利用顧客 94,872千円 -千円 
住宅建築資金つなぎ融資利用顧客 27,300 27,600 

計 122,172 27,600 
 
４.土地再評価評価法 

前連結会計年度（平成25年３月31日） 
 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号 平成13年３月31日改正）に基づき、平成14年
３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。 
 なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24
号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを
控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
① 再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税金額の計算の基礎となる土地の
価額を算定するために国税庁長官が定めた方法により算定した価額に合理的な調整を行う方法に
基づいて算出しております。 

② 再評価を行った年月日                       平成14年３月31日 
再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額と差異  △454,149千円 

 
当連結会計年度（平成26年３月31日） 
 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号 平成13年３月31日改正）に基づき、平成14年
３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。 
 なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24
号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを
控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
① 再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税金額の計算の基礎となる土地の
価額を算定するために国税庁長官が定めた方法により算定した価額に合理的な調整を行う方法に
基づいて算出しております。 

② 再評価を行った年月日                        平成14年３月31日 
 再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差異  △371,150千円 

 
５.当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。 

当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

当座貸越極度額 1,850,000千円 1,850,000千円 
借入実行残高 290,000 120,000 
差引額 1,560,000 1,730,000 
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（連結損益計算書関係） 

１．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額 

 

 前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

  至 平成25年３月31日） 

 当連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日） 

売上原価 8,135千円 4,500千円 

 

２．固定資産売却益の内訳 

 

前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

至 平成26年３月31日） 

山林 - 195 

計 - 195 

 

３．固定資産売却損の内訳 

 

前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

至 平成26年３月31日） 

機械装置及び運搬具 20 - 

計 20 - 

 

４．固定資産除却損の内訳 

 

前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

至 平成26年３月31日） 

建物及び構築物 14,730千円 3,269千円 

機械装置及び運搬具 3,733 - 

工具、器具及び備品 50 - 

計 18,513 3,269 

 

５．災害による損失 

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

 プレカット工場の火災による損失3,882千円を計上しております。 

 内容は、工場の修繕費3,882千円によるものです。 
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（連結包括利益計算書関係） 

その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 

前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

至 平成26年３月31日） 

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 3,659千円 4,510千円 

組替調整額 － － 

税効果調整前 3,659 4,510 

税効果額 △88 △1,908 

その他有価証券評価差額金 3,570 2,602 

その他の包括利益合計 3,570 2,602 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表上の現金及び預金勘定は同額であります。 

 

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表上の現金及び預金勘定は同額であります。 
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（セグメント情報等） 

〔セグメント情報〕 

Ⅰ 前連結会計年度（自平成24年4月1日 至平成25年3月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報の入手が可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 「住宅資材事業」は住宅建築用木材、住宅関連資材の卸売及び小売等をしております。「ホーム事業」は住宅建

築及び一般建築の設計・施工・監理及び不動産の販売・仲介等をしております。「賃貸事業」は不動産の賃貸等を

しております。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（単位：千円） 

 報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸表

計上額 
 

住宅資材事

業 
ホーム事業 賃貸事業 計 

売上高       

外部顧客への売上高 5,049,972 1,034,492 40,836 6,125,302 － 6,125,302 

セグメント間の内部売上高又は振

替高 
－ － － － － － 

計 5,049,972 1,034,492 40,836 6,125,302 － 6,125,302 

セグメント利益 545,620 180,580 27,365 753,566 △171,507 582,059 

セグメント資産 3,459,494 485,648 565,059 4,510,202 658,075 5,168,278 

その他の項目       

減価償却費 185,280 1,501 5,248 192,031 9,812 201,843 

有形固定資産及び無形固定資産の

増加額 
144,874 － － 144,874 8,424 153,298 

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。 

(1）セグメント利益の調整額（当連結会計年度171,507千円）は全社費用（主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費等）であります。 

(2）セグメント資産の調整額は各報告セグメントに配分していない全社資産であります。その主なものは、親

会社での余資運用資金、長期投資資金（投資有価証券及び出資金）及び管理部門に係る資産等であります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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Ⅱ 当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報の入手が可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 「住宅資材事業」は住宅建築用木材、住宅関連資材の卸売及び小売等をしております。「ホーム事業」は住宅建

築及び一般建築の設計・施工・監理及び不動産の販売・仲介等をしております。「賃貸事業」は不動産の賃貸等を

しております。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（単位：千円） 

 報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸表

計上額 
 

住宅資材事

業 
ホーム事業 賃貸事業 計 

売上高       

外部顧客への売上高 4,548,579 1,345,749 42,066 5,936,395 - 5,936,395 

セグメント間の内部売上高又は振

替高 
- - - - - - 

計 4,548,579 1,345,749 42,066 5,936,395 - 5,936,395 

セグメント利益 492,882 288,614 28,610 810,107 △189,678 620,429 

セグメント資産 3,427,296 587,877 570,684 4,585,857 715,398 5,301,256 

その他の項目       

減価償却費 178,552 921 5,299 184,773 11,288 196,062 

有形固定資産及び無形固定資産の

増加額 
143,435 5,397 13,799 162,631 8,865 171,497 

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。 

(1）セグメント利益の調整額（当連結会計年度189,678千円）は全社費用（主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費等）であります。 

(2）セグメント資産の調整額は各報告セグメントに配分していない全社資産であります。その主なものは、親

会社での余資運用資金、長期投資資金（投資有価証券及び出資金）及び管理部門に係る資産等であります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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〔関連情報〕 

Ⅰ 前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため該当事項はありません。 

 

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。 

 

Ⅱ 当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため該当事項はありません。 

 

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。 

 

〔報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報〕 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

 住宅資材事業 ホーム事業 賃貸事業 全社・消去 合計 

減損損失 - - 2,519 - 2,519 

 

〔報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報〕 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

〔報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報〕 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

該当事項はありません。 
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（関連当事者情報） 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

 

関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

該当事項はありません。 

 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

該当事項はありません。 

 

(ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等 

該当事項はありません。 

 

(エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種類 
会社等の名

称又は氏名 
所在地 

資本金又 

は出資金 

（千円） 

事業の内容又

は職業 

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

役員 高橋 勝 － － 
当社専務取締

役 

被所有 

直接 

2.41 

当社取締役 
注文住宅の請負 29,270 － － 

商品の販売 1,859 － － 

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

役員と当社との取引については、建築原価を勘案した当社見積価格を提示し、価格交渉の上決定しております。 

 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

種類 
会社等の名

称又は氏名 
所在地 

資本金又 

は出資金 

（千円） 

事業の内容又

は職業 

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

主要株主 

有限会社 

エステート

ヤマダイン 

宮城県 

石巻市 
6,000 保険代理業 

被所有 

直接 

10.68 

保険取引 
貸付金の回収 4,620 長期貸付金 51,982 

利息の受取 552 未収入金 552 

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は最終返済期

限平成31年６月30日、月賦返済としております。また、担保として有限会社エステートヤマダインが保有する

当社株式に対して質権の設定契約書を交わしております。 

 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

該当事項はありません。 

 

(ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等 

該当事項はありません。 

 

(エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

主要株主の有限会社エステートヤマダインは、「役員及びその近親者が議決権の過半数を所有してい

る会社」に該当いたします。 

同社は当社代表取締役高橋貞夫及びその近親者が、議決権の100％を直接所有しております。 
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当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

 

関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

該当事項はありません。 

 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

該当事項はありません。 

 

(ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等 

該当事項はありません。 

 

(エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

該当事項はありません。 

 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

種類 
会社等の名

称又は氏名 
所在地 

資本金又 

は出資金 

（千円） 

事業の内容又

は職業 

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

主要株主 

有限会社 

エステート

ヤマダイン 

宮城県 

石巻市 
6,000 保険代理業 

被所有 

直接 

26.79 

保険取引 
貸付金の回収 8,040 長期貸付金 43,942 

利息の受取 480 未収入金 480 

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は最終返済期

限平成31年６月30日、月賦返済としております。また、担保として有限会社エステートヤマダインが保有する

当社株式に対して質権の設定契約書を交わしております。 

 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

該当事項はありません。 

 

(ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等 

該当事項はありません。 

 

(エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

主要株主の有限会社エステートヤマダインは、「役員及びその近親者が議決権の過半数を所有してい

る会社」に該当いたします。 

同社は当社代表取締役高橋貞夫及びその近親者が、議決権の100％を直接所有しております。 
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

至 平成26年３月31日） 
 

１株当たり純資産額 434円51銭 

１株当たり当期純利益 117円43銭 
 

 

１株当たり純資産額 500円62銭 

１株当たり当期純利益 73円24銭 
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

（注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 

前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

至 平成26年３月31日） 

当期純利益（千円） 653,342 407,185 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 653,342 407,185 

期中平均株式数（千株） 5,563 5,559 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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５．その他 

役員の異動 

①代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

 

②その他の役員の事項 

該当事項はありません。 

 

 

以上 
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（訂正前） 

平成２６年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結） 
平成26年 5月15日 

                                  上場取引所    東 

上 場 会 社 名  株式会社山大             

コ ー ド 番 号  ７４２６              ＵＲＬ http://www.yamadai.com 

代  表  者 （役職名）代表取締役社長    （氏名）石川寛猛 

問合せ先責任者 （役職名）常務取締役管理部部長 （氏名）木村昭俊  ＴＥＬ (0225) 93 ― 1111 

定時株主総会開催予定日  平成26年 6月27日        配当支払開始予定日   平成26年6月30日 

有価証券報告書提出予定日 平成26年 6月30日 

決算補足説明資料作成の有無 ： 無 

決算説明会開催の有無    ： 無 
 

（百万円未満切捨て） 
１．平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

（１）連結経営成績                                                      （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 
26年3月期 
25年3月期 

百万円 
5,936 
6,125 

％ 
△3.1 
42.5 

百万円 
620 
582 

％ 
6.6 

111.6 

百万円 
681 
618 

％ 
10.1 

107.4 

百万円 
461 
708 

％ 
△34.8 

7.7 

（注） 包括利益     26年3月期   464百万円（△34.8％）  25年3月期   712百万円（ 4.4％） 
 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 
26年3月期 
25年3月期 

円 銭 
83.10 
127.39 

円 銭 
－  
－   

％ 
17.2 
33.2 

％ 
13.0 
12.0 

％ 
10.5 
9.5 

(参考)  持分法投資損益   26年3月期    －百万円         25年3月期    －百万円 
 
（２）連結財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
26年3月期 
25年3月期 

百万円 

       5,301 
5,168 

百万円 

2,892 
2,472 

％ 

54.6 
47.8 

円 銭 

520.45 
444.47 

 (参考)  自己資本     26年3月期  2,892百万円        25年3月期  2,472百万円 
 
（３）連結キャッシュ･フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期  末  残  高  

 
26年3月期 
25年3月期 

百万円 

732 
877 

百万円 

△158 
△135 

百万円 

△324 
△702 

百万円 

476 
226 

 
２．配当の状況 
 年間配当金 

配当金総額
（合計） 

配当性向
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） （基準日） 第１ 

四半期末 
第２ 

四半期末 
第３ 

四半期末 
期末 合計 

 
25年3月期 
26年3月期 

円 銭 
－  
－  

円 銭 
0.00 
0.00 

円 銭 
－  
－  

円 銭 
7.00 
7.00 

円 銭 
7.00 
7.00 

百万円 
38 
38 

％ 
5.5 
8.6 

％ 
1.8 
1.5 

27年3月期 
（予想） 

 
    －  

 
    0.00 

 
     －  

 
7.00    

 
7.00       

  
8.3 

 

 
３．平成27年3月期の連結業績予想（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

平成27年3月期の連結業績予想につきましては、平成26年4月1日付で連結子会社を吸収合併したため、平

成27年3月期は連結ではなく単体（個別）の開示となりますので、平成27年3月期の個別業績予想で表示し

てあります。 
 

http://www/


 

※注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   無 

新規  －社（社名）－     、除外  －社（社名）－ 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  有 

② ①以外の会計方針の変更          ：  無 

③ 会計上の見積りの変更            ：  無 

④ 修正再表示                ：  無 

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 

② 期末自己株式数 

③ 期中平均の株式数 

26年3月期 5,936,840株 25年3月期 5,936,840株 

26年3月期 378,548株 25年3月期 373,493株 

26年3月期 5,559,613株 25年3月期 5,563,860株 
 

（参考）個別業績の概要 
 
１．平成26年3月期の個別業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

（１）個別経営成績                              （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 
26年3月期 
25年3月期 

百万円 

5,936 
6,125 

％ 

△3.1 
42.5 

百万円 

620 
582 

％ 

6.6 
111.5 

百万円 

680 
617 

％ 

10.2 
107.7 

百万円      

461 
708 

％ 

△34.8 
7.6 

 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 
26年3月期 
25年3月期 

円  銭 
83.02 

127.27 

円  銭 
－   

－   
 
（２）個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
26年3月期 
25年3月期 

百万円 

5,309 
5,178 

百万円 

2,875 
2,452 

％ 

54.2 
47.4 

円 銭 

517.26 
440.87 

 (参考)  自己資本     26年3月期   2,875百万円       25年3月期  2,452百万円 
 
２．平成27年3月期の個別業績予想（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

                            （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1株当たり 
当期純利益 

 
第2四半期（累計）

通期 

百万円 
2,611 
6,020 

％ 
△9.9 
1.4 

百万円 
280 
655 

％ 
△6.3 

5.6 

百万円 
304 
700 

％ 
△6.1 
2.9 

百万円     
210 
466 

％ 
0.0 
0.9 

円 銭 
37.78 
83.87 

 
※ 監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、

金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実

際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

なお、上記予想に関する事項は、【添付資料】2ページ「１.経営成績・財政状態に関する分析（1）経営成

績に関する分析」をご参照ください。 

 



㈱山大（7426） 平成 26年 3月期決算短信 

○添付資料の目次 

１．経営成績・財政状態に関する分析 …………………………………………………………………………………… ２ 

（１）経営成績に関する分析 …………………………………………………………………………………………… ２ 

（２）財政状態に関する分析 …………………………………………………………………………………………… ３ 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 …………………………………………………………… ４ 

２．企業集団の状況 ………………………………………………………………………………………………………… ５ 

３．経営方針 ………………………………………………………………………………………………………………… ６ 

（１）会社の経営の基本方針 …………………………………………………………………………………………… ６ 

（２）目標とする経営指標 ……………………………………………………………………………………………… ６ 

（３）中長期的な会社の経営戦略 ……………………………………………………………………………………… ６ 

（４）会社の対処すべき課題 …………………………………………………………………………………………… ６ 

４．連結財務諸表 …………………………………………………………………………………………………………… ７ 

（１）連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………………… ７ 

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 ……………………………………………………………………… ９ 

（３）連結株主資本等変動計算書 ……………………………………………………………………………………… 11 

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 ………………………………………………………………………………… 13 

（５）継続企業の前提に関する注記 …………………………………………………………………………………… 15 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 …………………………………………………………… 15 

（７）会計方針の変更 …………………………………………………………………………………………………… 17 

（８）連結財務諸表に関する注記事項 ………………………………………………………………………………… 18 

（連結貸借対照表関係） …………………………………………………………………………………………… 18 

（連結損益計算書関係） …………………………………………………………………………………………… 19 

（連結包括利益計算書関係） ……………………………………………………………………………………… 20 

（セグメント情報等） ……………………………………………………………………………………………… 21 

（関連当事者情報） ………………………………………………………………………………………………… 24 

（１株当たり情報） ………………………………………………………………………………………………… 26 

（重要な後発事象） ………………………………………………………………………………………………… 26 

５．その他 …………………………………………………………………………………………………………………… 27 

役員の異動 …………………………………………………………………………………………………………… 27 

－ 1 － 



㈱山大（7426） 平成 26年 3月期決算短信 

１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

 ①当期の経営成績 

当連結会計年度における我が国経済は、円安や株価の上昇による輸出関連企業等の業績改善等で景気回復が見ら

れ、穏やかな回復基調で推移しました。 

    住宅建築業界及び木材建材業界におきましては、住宅支援政策の効果と東日本大震災からの復興需要等により、

当連結会計年度の全国の新設住宅着工戸数は98万戸（前期比10.6％増）、当社グループに関係が深い木造住宅の着

工戸数につきましては55万戸（前期比11.8％増）となりました。 

    このような状況のもとで、当社グループは、木材利用促進法による大型木造物件等の増加需要と震災復興需要を

背景に、製品等の開発に取り組み、流通改革の徹底、業務の合理化等による収益改善及び工場損益の改善等に努め、

国内住宅市場の環境変化等を見据えながら、被災地域の復旧・復興に貢献することが社会的使命と考え努力してま

いりました。 

    住宅資材事業では、「ＷＩＴＨ ＣＡＤ ＳＹＳＴＥＭ」と当社製材工場「ウッド・ミル」で生産した震災復旧・

復興の需要に対応できる人工乾燥杉製材品「宮城の伊達な杉」、構造プレカット・羽柄プレカット・合板プレカッ

ト・サイディングプレカット（震災復興による職人不足に伴う賃金高騰問題を解決できる製品）等を営業戦略の柱

として販売強化を実施しました。 

    装置産業として、1ヶ所に工場を集中させコスト削減を図っているプレカット工場では、各種高性能プレカット機

械による大型木造物件・金物工法物件の積極的な営業展開を実施し、「ウッド・ミル」で「宮城の伊達な杉」を生

産し、プレカット製品の価格競争力や品質の安定等を確保し、工場の稼働率の向上を目指しました。 

    ホーム事業では、長期優良住宅（国土交通省より、木造住宅の安全性、高耐久、高耐震性能に対応した「ＹＰ－

21ＴＹＰＥⅡ」工法、「プレカット製品」、「宮城の伊達な杉」等が評価されました。）仕様の真の地域の活性化

のための地域材を使った地産地消の「宮城の伊達な杉の家」等の拡販を行いました。 

    この結果、当連結会計年度の業績は、売上高5,936百万円（前期比3.1％減）、営業利益620百万円（前期比6.6％

増）、経常利益681百万円（前期比10.1％増）、当期純利益461百万円（前年比34.8％減）となりました。 

 

なお、事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

ア. 住宅資材事業 

東日本大震災の復興の中、地域に根ざした営業展開を図るため地場工務店を中心とした営業活動に注力し、

売上高4,548百万円（前期比9.9％減）、営業利益492百万円（前期比9.7％減）となりました。 

イ. ホ－ム事業 

   東日本大震災の復興関連の完成工事高の増加等により、売上高1,345百万円（前期比30.1％増）、営業利益

288百万円（前期比59.8％増）となりました。 

ウ. 賃貸事業 

   賃貸事業は、売上高42百万円（前期比3.0％増）、営業利益28百万円（前期比4.5％増）となりました。 

 

  ②次期の見通し 

東日本大震災の復興需要はこれから本格化すると見込まれます。 

      このような状況のもと、木材利用促進法による大型木造物件等の増加需要と震災による地域社会の復興の需要に

対応できることが予想される、宮城の伊達な杉（当社ウッド・ミル製材工場で生産される国産人工乾燥杉製材品）、

構造プレカット・羽柄プレカット・サイディングプレカット・合板プレカット（震災復興による職人不足に伴う賃

金高騰問題を解決できるプレカット4点セット）等を営業戦略の柱とし、継続的な成長を目指した事業活動を推進

してまいります。 

次期の業績見通しといたしましては、売上高6,020百万円（前期比1.4％増）、営業利益655百万円（前期比5.6％

増）、経常利益700百万円（前期比2.9％増）、当期純利益466百万円（前期比0.9％増）を見込んでおります。 

 注）平成26年4月1日付で連結子会社を吸収合併したため、次期の業績見通しは単体（個別）の業績見通しを表示 

しています。 
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（２）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

    当連結会計年度末の資産につきましては、5,301百万円となりました。内訳としましては、現金及び預金が476百

万円、受取手形及び売掛金が1,054百万円、商品及び製品277百万円、販売用土地建物111百万円を含む流動資産が

2,265百万円、有形固定資産が2,728百万円、無形固定資産が19百万円、投資有価証券42百万円や長期貸付金44百万

円を含む投資その他の資産が287百万円となっております。 

    負債につきましては、2,408百万円となっており、内訳としましては、支払手形及び買掛金921百万円、短期借入

金125百万円、一年以内返済予定の長期借入金89百万円、未払法人税等150百万円を含む流動負債が1,634百万円、

長期借入金478百万円、再評価に係る繰延税金負債123百万円を含む固定負債が773百万円となっております。 

    純資産につきましては、2,892百万円となっており、内訳としましては、株主資本が2,918百万円、土地再評価差

額金△28百万円を含むその他包括利益累計額が△25百万円となっております。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

    当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、前連結会計年度に比べ249

百万円（109.9％）増加し、476百万円となりました。 

    当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

    当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度に比べ145百万円（16.6％）減少し、

732百万円となりました。これは、主に売上債権、たな卸資産、仕入債務等運転資本の増減による資金の減少が28

百万円、未払消費税等の減少による資金の減少が29百万円、法人税等の支払額が64百万円あったものの、税金等調

整前当期純利益が707百万円、減価償却費、固定資産圧縮損等の非資金費用が265百万円あったためであります。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ22百万円（16.6％）増加し、158

百万円となりました。これは、主に設備投資受取助成金収入が69百万円あったものの、有形固定資産の取得による

支出が237百万円あったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

    当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ378百万円（53.8％）減少し、

324百万円となりました。これは、主に短期借入金の純減少額が175百万円、約定弁済に伴う長期借入金の返済によ

る支出が177百万円及び配当金の支払額が38百万円あったためであります。 
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当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 平成22年 

3月期 

平成23年 

3月期 

平成24年 

3月期 

平成25年 

3月期 

平成26年 

3月期 

自 己 資 本 比 率（％） 49.6 24.2 34.7 47.8 54.3 

時価ベースの自己資本比率（％） 14.3 14.7 37.6 64.6 40.4 

債 務 償 還 年 数（年） 3.2 19.4 8.0 1.1 0.9 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 21.0 5.3 12.8 60.5 84.9 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

 

   時価ベースの自己株主資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※  いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※  株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出して 

おります。 

※  営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。 

有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての 

負債を対象としております。 

また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており 

ます。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  利益配分に関する基本方針につきましては、当社グループは、安定的な経営基盤の確保と株主資本利益率の向上

に努めるとともに、内部留保の確保に留意しつつ、配当につきましては業績に応じて成果配分することを基本方針

としております。 

  また、内部留保資金につきましては、経営環境の変化への対応と主要製品の需要増に対応した安定供給体制確立

のための資金需要及び市場ニーズに応える製品開発・技術開発等に充当し、今後の事業拡大に努めていくことが、

株主の皆様への充実した配当に寄与するものと考えております。当期の利益配当金につきましては、上記の方針を

踏まえ、1株につき7円とさせていただきます。 

なお、次期の年間配当額につきましては、1株につき7円を予定しております。 
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２．企業集団の状況 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社であるエフエムディー山大㈱で構成され、住宅資材

の卸・小売事業、住宅建築事業及び木材加工事業を主な事業としており、その他の事業では不動産の賃貸・仲介等各

事業に関連するサービスを幅広く展開しております。 

 当社グループの事業内容と報告セグメントとの事業区分は同一であり、当社及び子会社の当該事業に係る位置づけ

並びに報告セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

事  業  の  区  分 事  業  内  容 
当グループ会社の

位置づけ 

住宅資材事業 

住宅資材の販売 
木材・建材・住宅設備機器・合板等の卸・小売 

販売 
当      社 

木材の加工 
木材のコンピュータカット加工・防腐加工・ 

人工乾燥・製材等 

自山林の植林及び育成 主にスギ、ヒノキ等の植林、育成 
当社及びエフエム

ディー山大㈱ 

ホ ー ム 事 業 
住宅の建築及び分譲住宅、

不動産の販売・仲介 

木造注文住宅・提案住宅・一般建築物の設計・ 

施工・監理及び分譲住宅、不動産の売買・仲介等 
当      社 

賃 貸 事 業 不動産の賃貸等 不動産の賃貸等 

（注）エフエムディー山大㈱は連結子会社であります。 
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、株主様、お客様、そして生産、流通、建築に携わる当社グループも、お互いに等しく「得」を

恵る「三方一両得」の不変の経営理念を基本として、地球上のかけがえのない自然環境の調和と森林資源の育成を

次世代へ引き継ぐ住文化の最重要課題として、日本の気候風土に適した、地域の人々に潤いとやすらぎを約束する

新世紀型木造建築を常に提案し続け、大きな満足をお客様と共に享受する（withの思想）企業をめざしております。 

 

（２）目標とする経営指標 

 当社グループは、経営基盤強化のため、経営の最重点目標を収益の向上とし、経営指標として経常利益率を重視

し、財務体質の充実、改善を図り、会社を発展させてまいります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

住宅着工戸数は、少子高齢化の進展、世帯数の減少等により一時的な増減はあるものの、長期的に減少すると思

われます。しかし当社グループの営業エリアである東北、特に宮城県、岩手県、福島県では、東日本大震災の復興

需要と木材利用促進法に基づく大型木造物件等の需要が増加すると予想されます。 

このような状況を背景に、当社グループは、この東日本大震災の復旧・復興にさらに貢献するため、三百年で三

百万本以上の植林の実績を背景に、大型製材工場（ウッド・ミル工場）の、世界最先端の技術の結晶である人工乾

燥システムをフル稼働させ、大型木造建築の増加による各種の加工要求精度に対応するための、ドイツ製プレカッ

トフンデガーK2iと震災復旧による職人不足に伴う賃金高騰問題を解決できる構造プレカット・羽柄プレカット・

合板プレカット・サイディングプレカット（プレカット4点セット）等をフルに稼動させます。これより安定した

含水率を確保しながら、品質の向上とロス率の低減を実現した、価格競争力の極めて高い、品質の優れた宮城の伊

達な杉（国産人工乾燥杉製材品）の一貫生産及び多種プレカット加工が可能となります。このように地域材（国産

材）を使用した地産地消の住宅建築等をすることにより真の地域の活性化（地産地消で地域の復興と繁栄）を実現

するように取り組んでまいります。 

 

（４）会社の対処すべき課題 

今後の我が国経済は、経済対策、金融政策による円安・株高を背景として、穏やかに回復しておりますが、原材

料価格の上昇等により先行き不透明な状況が続くことが予想されます。 

このような状況のもと、木材利用促進法による大型木造物件等の増加需要と当社グループの営業エリアの復興需

要に対応できることが予想される、宮城の伊達な杉、構造プレカット・羽柄プレカット・サイディングプレカッ

ト・合板プレカット（震災復興による職人不足に伴う賃金高騰問題を解決できるプレカット4点セット）等を営業

戦略の柱とし、継続的な成長を目指した事業活動を推進し、当社グループは国内住宅市場の環境変化等を見据えな

がら、震災からの復旧・復興に貢献することが社会的使命と考え努力してまいります。 

当社グループは、ウッド・ミル、プレカット工場製品の価格競争力、品質の安定等を確保し、工場の経費削減と

稼働率の向上を目指してまいります。また、内部統制の強化やコンプライアンス体制の充実を図り、管理体制の改

善・工夫をし、企業集団としての存在意義を高めるため、経営の質、社員の質、商品の質を高め、継続的な事業収

益の拡大と企業価値の向上を図り、同時に事業を通じて社会貢献を果たしてまいります。 
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４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 226,818 476,016 

受取手形及び売掛金 1,106,902 1,054,913 

完成工事未収入金 17,539 2,000 

商品及び製品 214,772 277,408 

仕掛品 52,636 63,267 

原材料及び貯蔵品 85,202 81,306 

販売用土地建物 71,712 111,509 

未成工事支出金 216,239 168,540 

繰延税金資産 98,633 15,084 

その他の流動資産 36,013 40,926 

貸倒引当金 △8,846 △25,346 

流動資産合計 2,117,624 2,265,626 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 570,216 567,442 

機械装置及び運搬具（純額） 422,549 407,087 

土地 1,488,717 1,492,820 

山林 221,136 219,834 

その他の有形固定資産 53,582 41,089 

有形固定資産合計 2,756,203 2,728,274 

無形固定資産   

ソフトウエア 24,609 18,627 

その他の無形固定資産 1,255 1,255 

無形固定資産合計 25,865 19,883 

投資その他の資産   

投資有価証券 45,214 42,277 

長期貸付金 54,064 44,347 

差入保証金 91,733 103,039 

繰延税金資産 38,730 41,670 

その他の投資等 57,284 73,425 

貸倒引当金 △18,442 △17,287 

投資その他の資産合計 268,584 287,472 

固定資産合計 3,050,654 3,035,630 

資産合計 5,168,278 5,301,256 
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  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 959,981 921,839 

工事未払金 75,000 78,835 

短期借入金 300,000 125,000 

1年内返済予定の長期借入金 175,072 89,506 

設備関係支払手形 11,235 19,141 

未払金 109,351 106,251 

未払法人税等 48,872 150,330 

未成工事受入金 150,501 75,074 

賞与引当金 7,800 9,300 

完成工事補償引当金 2,120 1,320 

その他の流動負債 97,164 57,889 

流動負債合計 1,937,098 1,634,488 

固定負債   

長期借入金 492,710 478,034 

再評価に係る繰延税金負債 123,856 123,856 

退職給付引当金 109,657 - 

退職給付に係る負債 - 123,352 

その他の固定負債 32,190 48,699 

固定負債合計 758,414 773,942 

負債合計 2,695,512 2,408,430 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,103,184 1,103,184 

資本剰余金 97,927 97,927 

利益剰余金 1,347,041 1,770,095 

自己株式 △50,342 △53,195 

株主資本合計 2,497,809 2,918,011 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,321 5,923 

土地再評価差額金 △28,365 △28,365 

退職給付に係る調整累計額 - △2,743 

その他の包括利益累計額合計 △25,044 △25,185 

純資産合計 2,472,765 2,892,825 

負債純資産合計 5,168,278 5,301,256 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

（連結損益計算書） 

  (単位：千円) 

 

前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 

 至 平成26年３月31日) 

売上高 6,125,302 5,936,395 

売上原価 4,993,133 4,739,822 

売上総利益 1,132,169 1,196,573 

販売費及び一般管理費   

支払運賃 89,838 86,721 

貸倒引当金繰入額 △4,453 15,345 

役員報酬 67,371 76,679 

給与手当 161,312 169,286 

賞与引当金繰入額 4,452 5,265 

退職給付費用 5,348 6,448 

減価償却費 21,024 19,804 

その他 205,214 196,593 

販売費及び一般管理費合計 550,109 576,143 

営業利益 582,059 620,429 

営業外収益   

受取利息及び配当金 3,671 3,076 

仕入割引 15,379 15,246 

受取助成金 23,675 20,988 

出資分配益 - 14,052 

雑収入 13,347 17,631 

営業外収益合計 56,073 70,994 

営業外費用   

支払利息 15,057 8,826 

売上割引 3,676 1,373 

雑損失 1,037 213 

営業外費用合計 19,771 10,413 

経常利益 618,362 681,010 

特別利益   

固定資産売却益 - 195 

補助金収入 59,427 69,000 

受取助成金 6,534 2,442 

受取保険金 - 33,604 

特別利益合計 65,961 105,241 

特別損失   

役員退職慰労金 - 500 

固定資産売却損 20 - 

固定資産除却損 18,513 3,269 

災害による損失 － 3,882 

減損損失 - 2,519 

固定資産圧縮損 59,427 69,000 

特別損失合計 77,960 79,171 

税金等調整前当期純利益 606,362 707,081 

法人税、住民税及び事業税 38,512 164,879 

法人税等還付税額 △3,479 - 

法人税等調整額 △137,451 80,204 

法人税等合計 △102,418 245,083 

少数株主損益調整前当期純利益 708,781 461,997 

当期純利益 708,781 461,997 
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（連結包括利益計算書） 

  （単位：千円） 

 

前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 

 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 708,781 461,997 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,570 2,602 

その他の包括利益合計 3,570 2,602 

包括利益 712,352 464,599 

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 712,352 464,599 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

    (単位：千円) 

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,103,184 97,927 677,207 △50,069 1,828,249 

当期変動額      

剰余金の配当   △38,947  △38,947 

当期純利益   708,781  708,781 

自己株式の取得    △273 △273 

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額）      

当期変動額合計 － － 669,833 △273 669,560 

当期末残高 1,103,184 97,927 1,347,041 △50,342 2,497,809 

 

     

 その他の包括利益累計額 

純資産合計 
 その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 

その他の包括利益累計額

合計 

当期首残高 △249 △28,365 △28,615 1,799,634 

当期変動額     

剰余金の配当    △38,947 

当期純利益    708,781 

自己株式の取得    △273 

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額） 
3,570 － 3,570 3,570 

当期変動額合計 3,570 － 3,570 673,131 

当期末残高 3,321 △28,365 △25,044 2,472,765 
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当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

    (単位：千円) 

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,103,184 97,927 1,347,041 △50,342 2,497,809 

当期変動額      

剰余金の配当   △38,943  △38,943 

当期純利益   461,997  461,997 

自己株式の取得    △2,852 △2,852 

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額）      

当期変動額合計 - - 423,053 △2,852 420,201 

当期末残高 1,103,184 97,927 1,770,095 △53,195 2,918,011 

 

      

 その他の包括利益累計額 

純資産合計 
 

その他有価証券評価

差額金 
土地再評価差額金 

退職給付に係る調整

累計額 
その他の包括利益累

計額合計 

当期首残高 3,321 △28,365 - △25,044 2,472,765 

当期変動額      

剰余金の配当     △38,943 

当期純利益     461,997 

自己株式の取得     △2,852 

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額） 
2,602  △2,743 △141 △141 

当期変動額合計 2,602 - △2,743 △141 420,059 

当期末残高 5,923 △28,365 △2,743 △25,185 2,892,825 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

  (単位：千円) 

 

前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 

 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 606,362 707,081 

減価償却費 201,843 196,062 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △16,826 15,345 

賞与引当金の増減額（△は減少） 300 1,500 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 420 △800 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,692 △109,657 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 119,104 

受取利息及び受取配当金 △3,671 △3,076 

支払利息 15,057 8,826 

出資分配益 △84 △14,052 

有形固定資産売却損益（△は益） 20 △195 

有形固定資産除却損 18,513 3,269 

補助金収入 △59,427 △69,000 

受取助成金 △6,534 △2,442 

受取保険金 - △33,604 

減損損失 - 2,519 

固定資産圧縮損 59,427 69,000 

災害損失 - 3,882 

売上債権の増減額（△は増加） 144,512 67,528 

たな卸資産の増減額（△は増加） △53,469 △61,467 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 2,100 △7,123 

仕入債務の増減額（△は減少） △39,880 △34,306 

未払消費税等の増減額（△は減少） 44,451 △29,903 

未収消費税等の増減額（△は増加） 42,486 - 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △30,988 △73,625 

その他 4,841 10,874 

小計 926,763 765,739 

利息及び配当金の受取額 4,313 3,203 

利息の支払額 △14,511 △8,625 

災害損失の支払額 △45,140 △3,882 

助成金の受取額 5,934 3,042 

保険金の受取額 - 33,604 

法人税等の支払額 △3,241 △64,195 

法人税等の還付額 3,294 3,163 

営業活動によるキャッシュ・フロー 877,410 732,049 
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  (単位：千円) 

 

前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 

 至 平成26年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △177,250 △237,916 

有形固定資産の除却による支出 - △2,342 

有形固定資産の売却による収入 120 2,024 

設備投資受取助成金収入 59,427 69,000 

無形固定資産の取得による支出 △17,810 △567 

貸付金の回収による収入 6,848 9,681 

貸付けによる支出 △600 - 

出資分配金の受取による収入 8,800 21,500 

出資金の払込による支出 △23 △130 

その他の投資による支出 △15,460 △19,801 

投資活動によるキャッシュ・フロー △135,948 △158,550 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △490,000 △175,000 

長期借入れによる収入 － 77,520 

長期借入金の返済による支出 △164,218 △177,762 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △8,966 △7,262 

自己株式の取得による支出 △273 △2,852 

配当金の支払額 △38,947 △38,943 

財務活動によるキャッシュ・フロー △702,405 △324,300 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 39,056 249,197 

現金及び現金同等物の期首残高 187,761 226,818 

現金及び現金同等物の期末残高 226,818 476,016 
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（５）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（連結の範囲に関する事項） 

連結子会社の数  1社 

会社名  エフエムディー山大㈱ 

非連結子会社はありません。 

 

（持分法の適用に関する事項） 

持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。 

 

（連結子会社の事業年度等に関する事項） 

 連結子会社のエフエムディー山大㈱の決算日は、12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。 

 なお、連結決算日との間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

（会計処理基準に関する事項） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの ………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ………移動平均法による原価法 

投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

 評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

ａ．商品              ……… 移動平均法 

ｂ．製品・原材料・仕掛品      ……… 総平均法 

ｃ．販売用土地建物・未成工事支出金 ……… 個別法 

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） ……… 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備

を除く）については、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物    ８～47年 

機械装置及び運搬具  ４～13年 

無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウェア ……… 社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法 

リース資産  ……… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
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４．引当金の計上基準 

貸倒引当金     …… 売掛金債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実 

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、取立不能見込額を計上しております。 

賞与引当金     …… 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

完成工事補償引当金 …… 引渡済建物の瑕疵担保責任に基づく補償費の支出に備えるため、過去２年間 

の実績を基礎として計上しております。 

５．退職給付に係る会計処理の方法 

 退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。 

なお、会計基準変更時差異（63,709千円）については、15年による按分額を費用処理しております。 

６．重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

ロ．その他の工事 

工事完成基準 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び取得から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

８．その他連結財務諸表作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（７）会計方針の変更 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年5月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退

職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務を退職給付に係る負債として計上する方 

法に変更し、会計基準変更時差異の未処理額を退職給付に係る負債に計上しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連

結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減し

ております。 

 この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が123,352千円計上されるとともに、その他の包

括利益累計額が2,743千円減少しております。 

 

追加情報 

該当事項はありません。 
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（８）連結財務諸表に関する注記事項 
（連結貸借対照表関係） 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

 
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

 1,775,764千円 1,939,311千円 

２.担保提供資産 
（担保に供している資産） 

 
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

建物及び構築物 206,972千円 189,632千円 

機械装置及び運搬具 - 82,189 

土地 708,311 708,311 
計 915,283 980,133 

 
（上記に対応する債務） 

 
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

短期借入金 250,000千円 100,000千円 
長期借入金（一年以内返済予定額を含む） 601,112 537,230 

計 851,112 637,230 
 
３.保証債務 

 
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

賃貸物件建設資金融資利用顧客 94,872千円 -千円 
住宅建築資金つなぎ融資利用顧客 27,300 27,600 

計 122,172 27,600 
 
４.土地再評価評価法 

前連結会計年度（平成25年３月31日） 
 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号 平成13年３月31日改正）に基づき、平成14年
３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。 
 なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24
号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを
控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
① 再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税金額の計算の基礎となる土地の
価額を算定するために国税庁長官が定めた方法により算定した価額に合理的な調整を行う方法に
基づいて算出しております。 

② 再評価を行った年月日                       平成14年３月31日 
再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額と差異  △454,149千円 

 
当連結会計年度（平成26年３月31日） 
 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号 平成13年３月31日改正）に基づき、平成14年
３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。 
 なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24
号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを
控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
① 再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税金額の計算の基礎となる土地の
価額を算定するために国税庁長官が定めた方法により算定した価額に合理的な調整を行う方法に
基づいて算出しております。 

② 再評価を行った年月日                        平成14年３月31日 
 再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差異  △371,150千円 

 
５.当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。 

当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

当座貸越極度額 1,850,000千円 1,850,000千円 
借入実行残高 290,000 120,000 
差引額 1,560,000 1,730,000 
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（連結損益計算書関係） 

１．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額 

 

 前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

  至 平成25年３月31日） 

 当連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日） 

売上原価 8,135千円 4,500千円 

 

２．固定資産売却益の内訳 

 

前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

至 平成26年３月31日） 

山林 - 195 

計 - 195 

 

３．固定資産売却損の内訳 

 

前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

至 平成26年３月31日） 

機械装置及び運搬具 20 - 

計 20 - 

 

４．固定資産除却損の内訳 

 

前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

至 平成26年３月31日） 

建物及び構築物 14,730千円 3,269千円 

機械装置及び運搬具 3,733 - 

工具、器具及び備品 50 - 

計 18,513 3,269 

 

５．災害による損失 

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

 プレカット工場の火災による損失3,882千円を計上しております。 

 内容は、工場の修繕費3,882千円によるものです。 
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（連結包括利益計算書関係） 

その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 

前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

至 平成26年３月31日） 

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 3,659千円 4,510千円 

組替調整額 － － 

税効果調整前 3,659 4,510 

税効果額 △88 △1,908 

その他有価証券評価差額金 3,570 2,602 

その他の包括利益合計 3,570 2,602 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表上の現金及び預金勘定は同額であります。 

 

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表上の現金及び預金勘定は同額であります。 
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（セグメント情報等） 

〔セグメント情報〕 

Ⅰ 前連結会計年度（自平成24年4月1日 至平成25年3月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報の入手が可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 「住宅資材事業」は住宅建築用木材、住宅関連資材の卸売及び小売等をしております。「ホーム事業」は住宅建

築及び一般建築の設計・施工・監理及び不動産の販売・仲介等をしております。「賃貸事業」は不動産の賃貸等を

しております。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（単位：千円） 

 報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸表

計上額 
 

住宅資材事

業 
ホーム事業 賃貸事業 計 

売上高       

外部顧客への売上高 5,049,972 1,034,492 40,836 6,125,302 － 6,125,302 

セグメント間の内部売上高又は振

替高 
－ － － － － － 

計 5,049,972 1,034,492 40,836 6,125,302 － 6,125,302 

セグメント利益 545,620 180,580 27,365 753,566 △171,507 582,059 

セグメント資産 3,459,494 485,648 565,059 4,510,202 658,075 5,168,278 

その他の項目       

減価償却費 185,280 1,501 5,248 192,031 9,812 201,843 

有形固定資産及び無形固定資産の

増加額 
144,874 － － 144,874 8,424 153,298 

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。 

(1）セグメント利益の調整額（当連結会計年度171,507千円）は全社費用（主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費等）であります。 

(2）セグメント資産の調整額は各報告セグメントに配分していない全社資産であります。その主なものは、親

会社での余資運用資金、長期投資資金（投資有価証券及び出資金）及び管理部門に係る資産等であります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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Ⅱ 当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報の入手が可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 「住宅資材事業」は住宅建築用木材、住宅関連資材の卸売及び小売等をしております。「ホーム事業」は住宅建

築及び一般建築の設計・施工・監理及び不動産の販売・仲介等をしております。「賃貸事業」は不動産の賃貸等を

しております。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（単位：千円） 

 報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸表

計上額 
 

住宅資材事

業 
ホーム事業 賃貸事業 計 

売上高       

外部顧客への売上高 4,548,579 1,345,749 42,066 5,936,395 - 5,936,395 

セグメント間の内部売上高又は振

替高 
- - - - - - 

計 4,548,579 1,345,749 42,066 5,936,395 - 5,936,395 

セグメント利益 492,882 288,614 28,610 810,107 △189,678 620,429 

セグメント資産 3,427,296 587,877 570,684 4,585,857 715,398 5,301,256 

その他の項目       

減価償却費 178,552 921 5,299 184,773 11,288 196,062 

有形固定資産及び無形固定資産の

増加額 
143,435 5,397 13,799 162,631 8,865 171,497 

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。 

(1）セグメント利益の調整額（当連結会計年度189,678千円）は全社費用（主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費等）であります。 

(2）セグメント資産の調整額は各報告セグメントに配分していない全社資産であります。その主なものは、親

会社での余資運用資金、長期投資資金（投資有価証券及び出資金）及び管理部門に係る資産等であります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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〔関連情報〕 

Ⅰ 前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため該当事項はありません。 

 

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。 

 

Ⅱ 当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため該当事項はありません。 

 

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。 

 

〔報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報〕 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

 住宅資材事業 ホーム事業 賃貸事業 全社・消去 合計 

減損損失 - - 2,519 - 2,519 

 

〔報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報〕 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

〔報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報〕 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

該当事項はありません。 
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（関連当事者情報） 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

 

関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

該当事項はありません。 

 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

該当事項はありません。 

 

(ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等 

該当事項はありません。 

 

(エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種類 
会社等の名

称又は氏名 
所在地 

資本金又 

は出資金 

（千円） 

事業の内容又

は職業 

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

役員 高橋 勝 － － 
当社専務取締

役 

被所有 

直接 

2.41 

当社取締役 
注文住宅の請負 29,270 － － 

商品の販売 1,859 － － 

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

役員と当社との取引については、建築原価を勘案した当社見積価格を提示し、価格交渉の上決定しております。 

 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

種類 
会社等の名

称又は氏名 
所在地 

資本金又 

は出資金 

（千円） 

事業の内容又

は職業 

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

主要株主 

有限会社 

エステート

ヤマダイン 

宮城県 

石巻市 
6,000 保険代理業 

被所有 

直接 

10.68 

保険取引 
貸付金の回収 4,620 長期貸付金 51,982 

利息の受取 552 未収入金 552 

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は最終返済期

限平成31年６月30日、月賦返済としております。また、担保として有限会社エステートヤマダインが保有する

当社株式に対して質権の設定契約書を交わしております。 

 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

該当事項はありません。 

 

(ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等 

該当事項はありません。 

 

(エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

主要株主の有限会社エステートヤマダインは、「役員及びその近親者が議決権の過半数を所有してい

る会社」に該当いたします。 

同社は当社代表取締役高橋貞夫及びその近親者が、議決権の100％を直接所有しております。 
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当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

 

関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

該当事項はありません。 

 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

該当事項はありません。 

 

(ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等 

該当事項はありません。 

 

(エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

該当事項はありません。 

 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

種類 
会社等の名

称又は氏名 
所在地 

資本金又 

は出資金 

（千円） 

事業の内容又

は職業 

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

主要株主 

有限会社 

エステート

ヤマダイン 

宮城県 

石巻市 
6,000 保険代理業 

被所有 

直接 

26.79 

保険取引 
貸付金の回収 8,040 長期貸付金 43,942 

利息の受取 480 未収入金 480 

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は最終返済期

限平成31年６月30日、月賦返済としております。また、担保として有限会社エステートヤマダインが保有する

当社株式に対して質権の設定契約書を交わしております。 

 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

該当事項はありません。 

 

(ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

子会社等 

該当事項はありません。 

 

(エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

主要株主の有限会社エステートヤマダインは、「役員及びその近親者が議決権の過半数を所有してい

る会社」に該当いたします。 

同社は当社代表取締役高橋貞夫及びその近親者が、議決権の100％を直接所有しております。 
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

至 平成26年３月31日） 
 

１株当たり純資産額 444円47銭 

１株当たり当期純利益 127円39銭 
 

 

１株当たり純資産額 520円45銭 

１株当たり当期純利益 83円10銭 
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

（注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 

前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 

至 平成26年３月31日） 

当期純利益（千円） 708,781 461,997 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 708,781 461,997 

期中平均株式数（千株） 5,563 5,559 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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５．その他 

役員の異動 

①代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

 

②その他の役員の事項 

該当事項はありません。 

 

 

以上 
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